
保育施設に通う子ども
と高齢者との交流

保育幼稚園課
高齢者施設を訪問して音楽発表を行ったり、また地域の高
齢者と季節行事、手作り玩具製作、伝承遊びなどを通じて
世代間のふれあい活動を行っています。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、交流行
事の縮小や中止などで取組みできなかった園が多かった。

①事業実施保育施設数
／公立（園）
②事業実施保育施設数
／私立（園）

①　0
②　13

①　2
②　15

サークル活動等の充実 公民館支援課
サークル活動などの公民館で行われる地域住民による交流
活動を推進します。

公民館において、地域住民等によるサークル活動の育成及
び支援を行った。

年間公民館利用者数
（人）

559,491 550,000

放課後子ども教室推進
事業

社会教育課

学校や公民館等を活用し、安全・安心な子どもたちの居場
所を設け、そこに地域の方々の参画を得て、週末や放課後
等における様々な体験活動や地域住民との交流活動などの
取組を実施します。

学校や公民館施設を活用し、地域住民の参画による子ども
たちが体験できる活動や、子どもたちと地域住民との交流
活動等を行った。

①事業実施校区数
（校区）
②年間実施回数
（回）

①　  6
②　96

①    6
② 138

高齢者ふれあいサロン 高齢福祉課
地域ボランティアの協力で、家に閉じこもりがちな高齢者
のレクリエーションなどを地区で行っています。

市社協に委託し、地域住民の協力のもと、各地域でサロン
活動を実施。前年度より団体数が減少した。

①サロン数（箇所）
②参加者延人数（人）
③実施回数（回）

①221
②57,009
③3,828

①250
②64,000
③4,300

いきがい館の運営 高齢福祉課
生活や健康に関する相談やレクレーションなどで、高齢者
の明るい生活を応援します。

市社協に委託又は補助金を交付し、講座等実施。コロナ禍
ではあるが、前年度より会館日数は増えた。

施設開館延日数
（日）

1,455 1,455

公共施設のバリアフ
リーの整備

建築住宅課 市有施設のバリアフリー化を推進します。

既存市有施設のバリアフリー化は平成17年度から平成24
年度で改修工事を終えている。新たに市有施設を建設する
際には、建物の用途や利用内容により適切なバリアフリー
化を推進している。

バリアフリー化が図ら
れた市有施設の数

新規建設なし

引き続き市有施
設の工事の際に
バリアフリー化
を図る

自治公民館建設補助事
業

公民館支援課
自治公民館の建設等に対し、対象経費の一部を補助金とし
て交付します。

建築等を行う自治会に対し、補助金の交付事業を行った。
補助した自治公民館数
（箇所）

6 7

共同募金配分金事業 地域支援課
地域住民の集いの場として、地域の高齢者から子ども、障
がいの有無に関わらず誰もが気軽に集い交流する居場所を
推進しています。

地域の居場所づくりに協力が必要な各団体に、地域の居場
所の必要性について説明を行い、設置推進に務め、新たに
4か所設立された。

①団体数（団体）
②校区数（校区）

①　34団体
②　14校区

①　42団体
②　17校区

地域子育て支援セン
ター事業

地域支援課

R3年度より、佐賀市社会福祉協議会の子育て支援センター
の拠点を大和老人センターに設置し、子育て世代の方が気
軽に集える居場所を提供しています。また、地域のボラン
ティアの協力も得ながら、参加者同士の交流を深めてもら
い、参加者からの育児相談等の支援を行います。拠点以外
にも出張広場（富士・東与賀）や出張サロン（西川副・久
保田・三瀬）を開催しており佐賀市全域で事業展開をして
います。

保護者の情報取集ツールであるSNSを使って広場内の様子
を日々更新し、情報を発信している為、幅広く情報が伝わ
るようになった。全ての広場は地域住民が利用する場所に
あるため、高齢者や地域住民との交流する機会が増え、世
代間交流の場になっている。

①利用者数（人）
②サロン開催数（回）
③サロン参加者数
（人）

①　7,806人
②　84回
③　1,108人

①　11,347人
②　111回
③　1,486人

交
流
の
場
の
充
実

コミュニティカフェなどの
世代を問わず誰もが集える
居場所づくりや交流事業を
推進します。

基本
目標

活動指標目標
Ｒ5

施策 取組 項目 取組の内容 事業名等 担当課 事業内容 進捗状況
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績

Ｒ4

交
流
活
動
の
推
進

公民館などで開催される
サークル活動や学習会など
の充実を図るほか、孤立し
がちな高齢者や障がい者な
どの参加を促す交流活動を
推進します。

交
流
の
場
の
充
実

誰もが集える居場所や家族
介護者などがお互いに悩み
を語り合えるような交流の
場の充実を図ることで、地
域での支え合いを推進しま
す。

社会福祉協議会

佐　賀　市

み
ん
な
の
主
体
的
な
活
動
を
促
す
地
域
づ
く
り
・
人
づ
く
り

地
域
で
の
つ
な
が
り
や
参
加
機
会
の
充
実

子
ど
も
か
ら
大
人
ま
で
集
え
る
交
流
の
場
や
居
場
所
の
充
実

資料１
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活
動
の
周
知
と

情
報
の
提
供

地域住民や地域団体などに
よるボランティア活動や市
民活動を広く周知し、活動
の活性化を図ります。ま
た、活動に必要な情報を提
供します。

市民活動情報の周知 協働推進課

市民活動プラザにおいて、市民活動・ボランティア活動の
周知・市民活動団体ガイドブックの発行などを行っていま
す。また助成金などの活動に役立つ情報の周知・広報も
行っています。

市民活動プラザのホームページ、SNS、広報誌等により、
情報発信を年間を通して実施した。
また、市民活動プラザで市民活動団体を紹介するガイド
ブックを作成（226団体を掲載）し、各団体等に配布し
た。

①情報収集・発信件数
（件）

4,731 4,783

市民活動応援事業 協働推進課
市民活動団体の活動基盤の強化を図り、市民のまちづくり
への参加と実践をすすめるために、市民活動団体が行う公
益的な事業に対し、補助金を交付します。

補助金交付額　3,561,088円（20事業）
市報や市ＨＰ、広報課枠の広告媒体（民間情報誌）で事業
広報を実施した。
対象事業には延べ1,063人のボランティアが関わった。

応募する市民活動団体
数

20 21

市民活動補償事業 協働推進課
安心して市民活動に取り組めるように、活動中の事故等に
備えた、無料の保険制度を運用しています。

市が掛金を全額負担して保険契約者となり、市民活動を行
う市民を被保険者として保険会社と保険契約を行い、市民
活動中の事故などに対し、傷害補償や賠償補償を行った。

①審査件数（件）
②支払件数（件）
③損保会社から市民へ
支払われた保険金（千
円）

①37
②34
③2,919

①21
②21
③2,400

市民活動拠点運営事業 協働推進課

市民活動団体の活動拠点として市民活動プラザを設置し、
会議室やレターケースの貸し出し等を行っています。ま
た、市民活動プラザ内で行う市民活動支援のための各種事
業を実施しています。

市民活動団体の活動拠点として市民活動プラザを設置し、
会議室・レターケースの貸し出し等を行った。
利用者数：47,295 人
多様な市民活動を支援するとともに、市民活動の推進を図
るため、指定管理者制度を導入して運営を行なっている。

①利用者数
②レターケース利用団
体数（団体）

①47,295
②91

①58,000
②100

「川を愛する週間」に
おける河川清掃

河川砂防課
各地域住民が参加し、地域の河川清掃に取り組んでいま
す。

佐賀市立小中学校５３校（小学校３５校、中学校１８校）
に対して、河川清掃への参加協力依頼とＰＲポスターの掲
示及び校内放送を実施して頂くよう依頼。
令和4年度の小中学生の参加者数は２，０８９名であっ
た。

①用具の貸出件数
（件）
②ごみの回収量（ｔ）

①798
②3,103

①900
②3,200

ふるさと一斉美化活動 環境保全課
企業・学校を含め、地域住民で環境美化促進のための清掃
活動に取り組んでいます。

令和４年6月５日（日）に実施し、104団体で1,182人の
参加があった。なお、当日を中心に各自治会においても清
掃活動が実施され、456自治会で34,187人の参加があっ
た。

市報等広報の実施回数
（回） 1 1

自治会などへの支援 総務法制課
自治会の運営および自治会長の活動が円滑に行えるよう
に、自治会長からの相談への対応や自治会運営の指針とし
てガイドブックを作成するなどにより支援します。

◆ホームページ上で、自治会活動についての周知を継続し
て行っている。
◆自治会長からの自治会運営に関する相談に随時対応して
いる。
◆自治会加入促進チラシ（通常版、やさしい日本語版）を
作成し、令和４年４月から転入者への配布や庁舎等への設
置を行った。

①単位自治会における
自主活動数（件）
②自治会に加入してい
る世帯の割合（％）

①9,254
②78.6

①9,600
②80.8

地域の伝統行事 文化財課

佐賀市の地域資源（佐賀市固有の民俗芸能や伝統工芸等の
伝統文化、地域住民により守り伝えられてきた歴史的・文
化的な資源など）の維持・保全および次世代への継承を目
的とした地域の活動に対し、支援（補助金交付）を行いま
す。

以下の3団体（事業）への補助を行った。
高木瀬まちづくり協議会（高木瀬歴史散歩マップ作成）、
新田自治会（新田天満宮鳥居補修事業）、下早自治会一班
（東崎ケ江地蔵堂改修）

助成件数
（件）

3 4

老人クラブの活動 高齢福祉課
高齢者の社会活動への参加促進、また友愛活動など社会奉
仕活動を行なうことで、生きがいづくりを促進します。

老人クラブ会員数が伸びず、クラブ数も減少している。活
動事業は８事業とも開催できている

①活動事業数
（事業）
②老人クラブ会員数
（人）

①8
②9,309人

①8
②10,594人

活
動
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

活動の拠点として活用でき
るように、公共施設などを
広く開放します。また、市
民活動の拠点施設である市
民活動プラザの利用促進を
図ります。

ボランティア団体や市民活
動団体の育成とよりよい協
働のあり方を検討し、協働
の取組を積極的に進めてい
きます。

佐賀市

項目 取組の内容 事業名 担当課 事業内容 進捗状況
活動指標目標

Ｒ5
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績
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実

基本
目標

施策 取組

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
・
市
民
活
動
の
推
進
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ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活

動
推
進
団
体
と
の

連
携

ボランティア活動の活性化
に向けて、関係団体と連
携・調整を図ります。

アウトリーチ等を通じ
た継続支援事業
参加支援事業

地域支援課
CSWが各校区のボランティア会議に出席し、ボランティア
団体と連携を行い、活動の活性化を図ります。

CSWがボランティア団体の会議に出席し連携して活動の活
性化を行っている。

①ボランティア会議出
席校区数（校区）

①　9校区 ①　12校区

交
流
・
研
修
機
会

の
充
実

活動充実のため、情報交換
や研修の機会を設けます。

ボランティアセンター
事業

地域支援課
ボランティア活動の質を向上させるため、ボランティア団
体の交流やボランティア研修会を実施します。

ボランティア連絡協議会では、加盟団体間の交流会を検討
し、研修・交流会を計画している。

①ボランティアの集い
（回）
②リーダー研修会
（回）
③ボランティア連絡協
議会役員会（回）

①　1回
②　0回
③　5回

①　0回
②　1回
③　5回

参
加
し
や
す
い
環

境
づ
く
り

安心してボランティア活動
ができるような環境づくり
に努めます。

ボランティアセンター
事業

地域支援課
ボランティア活動を安心して行えるよう、ボランティア活
動保険を受付ます。

安心してボランティア活動をしていただけるよう、活動中
の事故によるケガや賠償責任が補償される「ボランティア
活動保険」の受付を実施した。

①ボランティア活動保
険加入数（件）
②ボランティア活動保
険加入者数（人）

①　146件
②　6,018人

ー

社会教育助成補助事業 社会教育課
社会教育団体が実施する社会教育に関する事業に対し、補
助金を交付します。

８団体に補助金を支給。
補助利用団体数
（団体）

8 8

人権啓発広報事業 人権・同和政策課
人権啓発ポスターを募集し、優秀作品をカレンダーにして
配布します。また、街頭キャンペーンや市報、ホームペー
ジ等を通じて啓発を行います。

◇市報、ホームページ、メディア（テレビ・ラジオ）、タ
ウン誌を通し、人権啓発を実施しました。また、人権ポス
ターコンクールで入賞した作品とメッセージをカレンダー
（8000部）に掲載し、年間を通し啓発を行いました。◇
人権啓発チラシや人権啓発カレンダー、啓発グッズ（人権
手袋、キーボールチェーン）を活用し、相談機関の周知を
行いました。

①市報の掲載回数
（回）
②人権ポスターの応募
件数（人）
③人権講演会の参加者
数（人）

①13
②213
③204

①14
②176
③237

福祉現場におけるさまざま
な人権問題について、人権
教育・啓発の取組を推進し
ます。

人権教育・啓発事業 人権・同和政策課
人権・同和問題に関する継続的な学習の機会を確保するた
め人権ふれあい学級を開催。公民館や企業での研修等に社
会同和教育指導員を派遣します。

◇人権ふれあい学級や企業研修、公民館での研修など様々
な機会を捉え161回の研修会等を開催し、10,164人が参
加しました。
◇子育て世代への研修として、小中学校の保護者を対象に
した講演会を推進し、研修の機会の充実を図りました。

①研修会開催回数
（回）
②研修会参加者数
（人）

①161
②10,164

①200
②12,000

手話奉仕員養成講座・
要約筆記講座

障がい福祉課
手話奉仕員養成講座（入門・基礎講座）と、要約筆記講座
を実施し、手話奉仕員、要約筆記ボランティアの育成を図
ります。

手話奉仕員養成講座については、令和6年度に予定されて
いる国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に向け、
奉仕員の養成が急務であることから、昼・夜の2回開催と
しました。
要約筆記は、普及・啓発を目的とした要約筆記講座を開催
しました。

①受講者数／手話入
門・基礎（人）
②受講者数（要約筆
記）

①34
②７

①55
②18

生活・介護サポーター
養成研修

高齢福祉課
地域の高齢者を支える担い手として活動する意欲のある人
に対し、研修会を開催します。

1ヶ所で開催し、サポータ養成を行った。登録者には各地
域包括支援センターが養成後のフォローアップ研修を開催
している。

サポーター養成講座実
施箇所数

1 1

職
員
出
前
講
座

の
開
催

福祉や人権に関する職員出
前講座を開催し、住民への
理解を促進します。

地域で見守る体制づく
り・ユニバーサルデザ
インの推進

福祉総務課
「ユニバーサルデザインについて」「地域で見守る体制づ
くり」の職員出前講座を開催し、住民への理解を促進しま
す。

市内各種団体の希望に応じて、出前講座を開催し、福祉に
関する知識の習得と意識の向上を図った。

職員出前講座の開講回
数（回）

2 2

住
民
相
互
理
解
の
教
育
・
啓
発
の
充
実

学
ぶ
機
会
の
充
実

活動指標
指標名（単位）

活動指標実績
Ｒ4

活動指標目標
Ｒ5

佐賀市

福
祉
教
育
の
推
進

福祉や人権に関する幼児期
からの教育や啓発の充実を
図ります。

高齢者や障がい者への理解
を深めるための体験や交流
を通じた福祉教育の取組を
推進します。

取組の内容 事業名 担当課

み
ん
な
の
主
体
的
な
活
動
を
促
す
地
域
づ
く
り
・
人
づ
く
り

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
・
市
民
活
動
の
推
進

地
域
で
の
つ
な
が
り
や
参
加
機
会
の
充
実

社会福祉協議会

事業内容 進捗状況
基本
目標

施策 項目取組

3



福
祉
教
育
の
推
進

地域を巻き込んだ福祉の啓
発の機会を設け、高齢者や
障がい者などの相互理解を
深め、地域福祉の教育を推
進します。

ボランティアセンター
事業

地域支援課
高齢者疑似体験学習等を行う学校や企業に対して、指導者
の派遣等を行います。

福祉体験学習により、学生に対して高齢者や障がい者が実
際にどのような状態で生活されているか理解されるよう努
めた。また、福祉体験学習指導者派遣依頼があった際に
は、各校による福祉教育の展開や捉え方について等の情報
収集も行った。

①延講座数（クラス）
②派遣先数（件）

①　51クラス
②　20件

①　50クラス
②　30件

福
祉
人
材
の
育
成

福祉医療教育系の大学など
からの福祉実習生を積極的
に受け入れ、これからの福
祉を担う人材の育成を支援
します。

実習生受入れ 地域支援課

（実習生受入れ）
これからの社会福祉を担う学生に社会福祉専門職に求めら
れる姿勢、態度、援助技術を身につける実地教育の場を提
供し、社会福祉の増進に繋がるよう指導・育成を行いま
す。

福祉現場での実地教育の場を提供することで、社協の業務
をはじめ、地域との関わりや相談援助の実習など、これか
らの福祉に対する視点や道標となるよう努めた。

①社会福祉士実習学校
数（校）
②社会福祉士実習人数
（人）

①　3校
②　4人

①　2校
②　2人

（さがＶＯＩＳＳ及び
さがＣＡＰと連携し
て）児童虐待防止専門
化講座・子どもへの暴
力防止ワークショップ
の開催

こども家庭課
さがVOISSおよびさがCAPと連携して、児童虐待防止専門
化講座や子どもへの暴力防止ワークショップを開催してい
ます。

「認定NPO法人　被害者支援ネットワーク佐賀VOISS」
に委託し児童虐待防止専門化講座のほか、養育支援訪問事
業を実施。また「一般社団法人　さが子どもにやさしいま
ちづくりセンター」に委託して、市内の小学校18校の教職
員、18校の児童（3~5年生）及び4施設の地域ワーク
ショップをそれぞれ実施。

①養育支援訪問事業
（育児家事援助
VOISS委託分）
（回）
②大人のワークショッ
プ参加者数（人）

①14回
②338人

①25回
②400人

高齢者大学 高齢福祉課
高齢者の生きがいづくりのために、様々な講座を開催して
います。

（受講者数）巨勢46人、大和26人、金立44人、平松90
人　延べ206人

①高齢者大学等受講生
数（人）
②高齢者大学等開催回
数（回）

①206
②125

①206
②125

自主防犯のための地域
単位の防犯講座

生活安全課
警察と連携して、自主防犯のために地域単位の防犯講座を
実施しています。

中学校での暴排教室は、新型コロナウイルス感染症の対策
として校内リモートを活用し、予定通り12校開催した。ま
た、公民館等で行う防犯講座の開催は１カ所に集まっての
講座のため、コロナの影響で開講要望が少なかった。

①生活安全推進協議会
開催回数（回）
②暴力団排除教育の回
数（回）
③防犯講座開催件数
（件）

①1
②12
③6

①1
②12
③10

地
域
福
祉
活
動
の
啓

発

身近な福祉課題を住民自ら
が課題として考えていくた
めの研修会や、福祉をテー
マとしたイベントや講演
会、出前講座などを実施
し、理解を深める取組を進
めます。

共同募金配分金事業 地域支援課
地域が繋がるために必要な視点、取り組み事例や今後の取
り組みの展開を考える機会の場を提供します。

市社協とパートナーの関係である校区（地区）社会福祉協
議会を中心に地域福祉活動を推進し、誰もが住み慣れた地
域で安心して暮していける地域づくりを目指した。また、
更なる校区（地区）社会福祉協議会の発展と今後の地域福
祉活動の充実を図ることを目的に研修会を開催した。

①研修会参加人数
（人）

①　84人 ①　200人

活動指標目標
Ｒ5

住
民
相
互
理
解
の

教
育
・
啓
発
の
充
実

進捗状況
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績

Ｒ4

地
域
福
祉
活
動
の
啓
発

住民とともに考えていく福
祉をテーマとしたイベント
や講演会、出前講座などを
実施し、身近な福祉課題な
どについて理解を深める取
組を進めます。

社会福祉協議会

項目 取組の内容 事業内容事業名 担当課

み
ん
な
の
主
体
的
な
活
動
を
促
す
地
域
づ
く
り
・
人
づ
く
り

学
ぶ
機
会
の
充
実

社会福祉協議会

基本
目標

施策 取組

佐賀市

身
近
な
福
祉
課
題
の

学
び
の
場
の
充
実

4



生活支援体制整備事業 高齢福祉課

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活していくことがで
きるよう、第1層協議体（佐賀市介護予防・生活支援推進協
議会）を設置、第2層生活支援コーディネーターを配置し、
地域づくりを推進します。

・第１層協議体を２回開催することで、地域課題や課題へ
の対応について関係者間で協議を行った。

第1層協議体開催回数 2 1

佐賀市子育てサポートセン
ター事業

保育幼稚園課

子育ての応援をしてほしい人（依頼会員）と子育てのお手
伝いができる人（サポート会員）が、それぞれに会員登録
をし、コーディネーターが会員間の調整を図り、市民間の
相互支援により子どもを安心して育てることのできる環境
を整備します。
〔サポートの種類〕
①ファミリーサポート
　０歳から小学６年生までの子どもをもつ保護者の仕事と
育児の両立や、育児におけるストレスや負担の軽減を図る
サポートを行っています。
②サポートママ
　産褥期にある産婦または医師の指示で安静が必要な妊婦
で日常生活に支障がある人へ家事支援を行っています。

・子育ての支援に関心がある人に向けて、登録説明会を開
催し、サポート会員の獲得を図った。また、会員獲得のた
めにチラシを作成し、公民館や図書館等に配布したほか、
市報、ホームページ、情報誌等を活用して、幅広く広報活
動を実施した。
・サポート会員の活動支援のために、フォローアップ研修
会を４回開催した。また、特に複雑・多様化した依頼内容
に対しては、サポート活動が円滑に進むように、子育てサ
ポートセンター全体で対応を検討して助言等を行い、依頼
会員とサポート会員間の調整を図った。

①ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの利
用回数（回）
②サポート・ママの利
用世帯数（世帯）

①1,529
②29

①1,683
②29

地域コミュニティ推進事業 協働推進課

地域の絆を復活させることによって、住民がお互いに頼り
合い、認め合い、みんなが活躍できる住民主体のまちづく
りを進める目的で、平成２３年度から「まちづくり協議
会」の設立を推進しています。

◇３２校区中３１校区が設立
◇令和４年１０月に、今後の三瀬のまちづくりのための先
進地視察研修を実施。三瀬まちづくり協議会設立に向けた
協議を進めている。

①取組校区（準備委員
会）
②研修会等の開催件数

①１校区
②12件

①１校区
②20件

公民館支援 公民館支援課
地域に根ざした公民館講座等を開催し、社会教育の推進を
行います。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、開催内容の見
直しや、開催方法の工夫等を行いながら、地域社会におけ
る生涯学習及びコミュニティの拠点として、地域の実情や
課題に応じた講座等を開催した。

・公民館運営及び事業に関する評価及びヒアリングを実施
し、今後の効果的な事業運営に役立てるよう努めた。

行事・講座の実施数 1,451 1,600

社会福祉法人による社会貢献
活動の充実

福祉総務課

社会福祉法人が地域福祉の主たる担い手の一員として、日
常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、健
全でよりよい福祉サービスの提供ができるよう指導しま
す。

適正な法人運営及び会計管理の確保のため、指導監査を実
施した。
○実施法人：26法人（高齢関係5、障がい関係8、保育
所・認定こども園13）

一般監査実施法人数 26 20

民生委員・児童委員活動へ支
援

福祉総務課
民生委員・児童委員が活動するうえで必要となる情報につ
いて、各種ガイドブックや研修会等を通じて提供します。

・各地区民児協定例会での情報提供
・主任児童委員研修会（9/29）
・会長会研修（11/1）
・民生委員・児童委員全体研修会（11/18）
・新任民生委員・児童委員研修（2/21）
⇒にて民生委員・児童委員ハンドブックを配布

民生委員・児童委員活
動日数（日）

154 180

見
守
り
の
活

動
の
充
実

地域の中で、みんなで声を
かけ合いながら見守る体制
を推進します。

福祉協力員の設置推進 福祉総務課
地域で見守る体制作りの強化のために福祉協力員の設置を
推進します。

校区社協等へ福祉協力員の設置推進を支援することで、
2,542名の福祉協力員が設置された。

①補助件数
②福祉協力員の人数

①24
②2,542

①28
②2,600

地
域
支
援
の

充
実

地域における住民同士の自
発的な助け合いや支え合い
の地域づくりに向けた支援
を実施します。

共同募金配分金事業 総務課
地域福祉活動を推進する団体が地域で安心安全に暮らせる
まちづくりを目的とする事業に助成を行います。

コロナ禍の中で、地域懇談会開催や先進地研修会開催、住
民交流の場の拠点整備事業等を実施することが難しくなっ
ているため、リモート等による福祉活動の推進事業へも支
援できるよう拡充した。

①助成校区数（校区）
②助成金額（円）

①10校区
②1,663,000円

①7校区
②1,173,000円

見
守
り
活
動

の
充
実

福祉協力員の活動を推進し
ます。

地域福祉活動推進事業 地域支援課

身近な助け合い、支え合いの仕組みを整え、地域の気運を
高めるとともに、継続的な地域での見守り活動の定着に向
けて、各校区で開催される事前説明会や研修会の開催につ
いて支援を行います。

福祉協力員・自治会長が単年度で交代される校区も多いた
め、事業概要や役割等についての説明会を行い、見守り活
動の充実を図った。

①福祉協力員数（人）
②説明会・研修会開催
校区数（校区）

①　2,542人
②　24校区

①　2,598人
②　25校区

基本
目標

地
域
支
援
の
充
実

地域における住民同士の自
発的な助け合いや支え合い
の地域づくりを推進しま
す。

担当課施策 取組 項目

佐　賀　市

社会福祉協議会

進捗状況
活動指標実績

Ｒ4
活動指標目標

Ｒ5
活動指標

指標名（単位）

①設立校区数（校区）
②未設置校区数（校
区）

①　29校区
②　3校区

身
近
な
助
け
合
い
・

支
え
合
い
の
推
進

地
域
福
祉
推
進
組
織

へ
の
支
援

地域福祉に主体的に取り組
む住民組織を支援します。
また、校区社会福祉協議会
が未設置の校区について
は、設置に向けて支援しま
す。

地域福祉活動推進事業 地域支援課
（地区社協設立支援）
地域住民と共に設立に向けた協議を行い、校区（地区）社
協を設立していきます。

未設置の３校区（春日、春日北、松梅）については各校区
の自治会長会や民児協、その他団体の代表者などに校区社
協の必要性や意義などを話す場を設けているが、設立まで
に至っていない。引き続き、地域団体との協議の場を設け
ていく。

①　32校区
②　0校区

取組の内容 事業名等 事業内容

地
域
で
安
心
安
全
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り

地
域
に
お
け
る
福
祉
活
動
の
推
進
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周
知
・
啓
発

自分の健康は自らつくると
いう意識の定着や健康であ
ることの大切さを啓発しま
す。また、高齢者の地域社
会活動の推進を啓発しま
す。

朝ラジ・まなざし・朝ごはん 健康づくり課
庁内関係課、関係団体と「食育」・「ラジオ体操」・「ま
なざし運動」の推進を図っています。

チラシ、ポスターを作成し、関係機関へ掲示及び配布。ぶ
んぶんテレビで夏休み期間中（7/21～8/28）に１日１回
インフォマーシャル実施。ラジオ体操講習会は17回開催
し、延1286人が受講。

①ラジオ体操会開催校
区数
②ラジオ体操講習会の
延参加者数

①18校区
②1,286人

①30校区
②1,800人

高齢者実態調査事業 高齢福祉課
高齢者施策の資料とするため、世帯や身体の状況などの実
態を調査します。

Ｒ4は実施なし 調査件数 - 63,859

データ活用による介護予防推
進事業

高齢福祉課
データ分析により抽出した「高血圧」及び「糖尿病」の治
療中断者への通知勧奨を行う。またリスクスコアの分析に
より抽出したハイリスク者に対して通知勧奨を行う。

・データ分析により抽出した「高血圧」及び「糖尿病」の
治療中断者へ通知勧奨を行った。
・リスクスコア等の分析により抽出したハイリスク者に対
して通知勧奨を行った。

①治療中断者への通知
勧奨数
②ハイリスク者への通
知勧奨数

①14
②1,888

①60
②954

介護予防に関する知識や取組
み活動についての普及啓発の
実施

高齢福祉課
高齢者の介護予防に関する知識や取組みできることを広く
周知することで、介護予防活動につなげていく。

市が実施している介護予防事業の普及啓発を生活情報誌、
ラッピングバス、パンフレットなどの様々な媒体を用いて
周知を行った。

市報、雑誌などの広報
媒体による周知回数
(回)

2 2

保健指導事業 健康づくり課
健診結果を活かし、生活習慣病の発症予防・重症化予防の
ための保健指導を実施します。

健診結果説明会（年間75回実施）や家庭訪問等で健診結果
から生活習慣病の発症予防・重症化予防の保健指導を実施
した。

保健指導実施件数
（人）

6,989 8,300

子育て応援隊による活動 健康づくり課
養成講座の終了生が乳児宅への訪問、情報提供、サークル
やサロンへの協力などの活動を行なっています。

乳児・妊産婦の家庭訪問、育児に関する情報提供、地域の
サークルやサロン等の協力を行っている。推進員数99名。
母子保健推進員養成講座を実施し、21名修了。

家庭訪問実件数／不
在・電話対応を除く

1,241 1,250

健康ひろげ隊による地域での
健康づくり活動

健康づくり課
健康推進員育成講座を開催し、その修了生が地域での
ウォーキングなどで活動しています。

59名の健康ひろげ隊が活動している。
第20回健康推進員育成講座を実施し、5名が修了。

①育成講座修了者数
（人）
②育成講座開催回数
（回）
③卒後教室参加延人数
（人）

①5
②10
③353

①9
②10
③360

食改善推進委員による職の健
康教室伝達会の開催

健康づくり課
公民館などを利用して、栄養士および保健師とともに、生
活習慣病予防の調理実習などを行っています。

ヘルスメイト養成講座を実施。推進員は６４４名。地域住
民との交流を深め、食生活改善活動を実践している。

①伝達会参加者数
（人）
②ﾍﾙｽﾒｲﾄ養成講座修了
者数（人）
③ﾍﾙｽﾒｲﾄ卒後教室参加
延人数（人）

①3,075
②15
③21

①4,000
②20
③45

高齢者スポーツ大会 高齢福祉課
高齢者の健康維持と生きがいづくりのため、高齢者を対象
としたスポーツ大会を実施します。

実施 ：5月～12月(校区老連ごとに開催)

（委託先）佐賀市老人クラブ連合会

大会参加者数
（人）

4,362 4,500

基本
目標

施策 取組 項目 取組の内容 事業名 担当課
活動指標実績

Ｒ4
活動指標目標

Ｒ5
事業内容 進捗状況

活動指標
指標名（単位）

情
報
収
集
・
提
供
活
用

生きがいづくりや健康づく
りのボランティア活動を支
援していきます。

地
域
参
加
活
動
の
支
援

地
域
に
お
け
る
福
祉
活
動
の
充
実

生
き
が
い
づ
く
り
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

佐　賀　市

健診などを通じて、生きが
いづくりや健康づくり、介
護予防に関する正しい情報
の発信及び周知啓発をする
ことで、市民の継続的な取
組を推進します。

地
域
で
安
心
安
全
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り
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社会参加と生きがいづくりを
目的に就労の場を
斡旋（シルバー人材セン
ター）

高齢福祉課
高齢者の社会参加と生きがいづくりのため、会員の就労の
場を斡旋します。

佐賀市シルバー人材センターが行う高年齢者就業機会確保
事業に対し補助金を交付した。

①会員数
②契約件数

①836
②5,458

①1,000

介護予防教室 高齢福祉課

介護予防を目的として、「運動機能の向上」「認知症予
防」の観点から効果があると認められる介護予防教室を開
催します。
また、高齢者の介護予防活動が継続されるよう支援しま
す。

高齢者を対象とした介護予防教室を開催するとともに、地
域での自主的な活動への支援を行った。

①教室参加者数
（人）
②教室回数（回）

①11,019
②803

①16,861
②843

在宅医療・介護連携推進事業 高齢福祉課

高齢者が、医療や介護が必要となっても住み慣れた地域で
最期まで暮らすことができるよう、佐賀市在宅医療・介護
連携支援センターを設置し、佐賀市医師会とともに医療と
介護の切れ目のない連携を推進します。

グループエリアごとの特性を踏まえて、対面とWeb
のハイブリット型の研修会等工夫しながら実施している。

グループエリア別連携
会議開催回数

6 6

生
き
が
い
づ
く

り
の
推
進

地域包括支援センターとの
連携に努め、高齢者ふれあ
いサロンなどの介護予防に
資する取組を支援します。

アウトリーチ等を通じた継続
支援事業
参加支援事業

地域支援課
市社協と地域包括支援センターが交流会等を行い、お互い
の活動内容を再確認することで地域支援等を連携して行い
ます。

包括支援センターと市社協は地域福祉を担う専門職として
連携は必須である為、連携強化を目的に市高齢福祉課、包
括支援センターなどと、情報交換を行った。

①実施数（回） ①　5回 ー

認
知
症
へ
の
理
解
促
進

地域や学校、住民が訪れる
機会が多い事業所におい
て、認知症サポーター養成
講座の開催を進めます。ま
た、認知症高齢者を介護す
る家族を対象に、認知症高
齢者に対する具体的な接し
方などを学ぶ場を企画しま
す。

認知症サポーターの育成 高齢福祉課

認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族をあたたか
く見守り、自分にできる範囲で認知症の方を支援する「認
知症サポーター」を養成し、地域での見守りの資源としま
す。

・認知症サポーター養成者数:1,933人
認知症地域支援推進員の活動により、サロンや自治会、
小・中学校などで講座を開催した。

講座の実施回数（回） 62 70

子どもへのまなざし運動 社会教育課

子どもが社会において保障されるべき様々な権利の尊重に
努め、全ての大人が子どもの育成に関心を持ち、主体的に
関わる社会を構築することを目的とした市民運動を展開し
ます。

15周年の企画として、これまでの活動に加え、啓発漫画の
市報掲載（佐賀大学漫画研究会）、民生委員・児童委員に
よる児童世帯への周知活動など、各団体と協働し、家庭・
地域・企業等・学校等のそれぞれの場においてより連携を
強化するための取り組みを行った。また、3年ぶりに子ども
へのまなざし運動推進大会を開催し、まなざしキラリ賞表
彰式や実践事例発表を行った。

①運動に参加した団体
等の数（件）
②市民総参加子ども育
成運動推進委員会開催
回数（回）

①810
②3

①820
②3

非行防止対策事業 社会教育課
子ども・若者支援専門官や校区の少年育成委員が、青少年
の非行、問題行動等の早期発見・未然防止のために、街頭
見守り活動を行います。

専任補導員と少年育成委員による青少年非行の早期発見及
び早期指導のための街頭巡回指導を実施した。
また、少年育成委員の指導力の向上を目的とした研修会等
を開催したほか、専任補導員による子ども電話・メール相
談、さがんメールを活用した広報啓発活動を実施した。

巡回数 1,696 1,244

緊急通報システム 高齢福祉課
ボタンを押すと消防局へ直接通報することができる緊急通
報装置を設置することで、安心できる生活を確保します。

必要とする高齢者等世帯に対し、緊急通報システムの設置
を行った。
・本システムによる通報件数：198件（うち救急搬送：30
件）

①稼働台数
②新規設置台数

①701
②93

①790
②93

安否確認事業 高齢福祉課
高齢の単身世帯、高齢者のみ世帯等で安否確認が必要な方
に対して委託業者が訪問します。

安否確認数　2,695回 実利用者数 37 37

高齢者見守りネットワーク 高齢福祉課
見守られる高齢者を特定せず、事業者や市民に緩やかに見
守っていただき、高齢者に異変を感じたらおたっしゃ本舗
に連絡が入ります。

新規登録事業者　14件
連絡件数　　　   589件

①登録事業者（累計）
②連絡実績

①1,294
②599

①1,314
②600

市あんしん見守り事前登録事
業

高齢福祉課

認知症等により行方不明になる恐れがある人の情報を登録
し、警察等の関係機関と事前に情報共有・連携を図ること
で、行方不明等の緊急の際に迅速かつ適切な対応につなげ
ます。

あんしん見守り事前登録についてのラッピングバス（市営
バス）を実施し、市民への広報を行った。また、令和3年に
登録したものに対し、登録情報更新のための手続きを実
施。
Ｒ4年度新規登録者数 38件、累計登録者１38人となっ
た。

登録者数 138 170

佐　賀　市

地
域
に
お
け
る
福
祉
活
動
の
充
実

生
き
が
い
づ
く
り
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

取
組
機
会
の
充
実

社会福祉協議会

施策 取組
活動指標目標

Ｒ5
項目

活動指標実績
Ｒ4

活動指標
指標名（単位）

進捗状況事業内容担当課事業名取組の内容

い
の
ち
を
守
る
支
援
の
充
実

早
期
発
見
に
つ
な
が
る
見
守
り
体
制
の
充
実

地
域
で
安
心
安
全
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り

基本
目標

高齢者が身近な場所で継続
して生きがいづくりや健康
づくり、介護予防に取り組
む機会や場を提供・支援し
ます。

気になる様子の方などへの
見守りや早期発見のための
取組を地域と協力しながら
推進します。

地
域
で
の
見
守
り
体
制
の
構
築
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（さがＶＯＩＳＳ及びさがＣ
ＡＰと連携）児童虐待防止専
門化講座・子どもへの暴力防
止ワークショップの開催

こども家庭課
さがVOISSおよびさがCAPと連携して、児童虐待防止専門
化講座や子どもへの暴力防止ワークショップを開催してい
ます。

「認定NPO法人　被害者支援ネットワーク佐賀VOISS」に
委託し児童虐待防止専門化講座のほか、養育支援訪問事業
を実施。また「一般社団法人　さが子どもにやさしいまち
づくりセンター」に委託して、市内の小学校18校の教職
員、18校の児童（3~5年生）及び4施設の地域ワーク
ショップをそれぞれ実施。

①児童虐待専門化講座
参加者数（人）
②大人のワークショッ
プ参加者数（人）

①251人
②338人

①150人
②400人

障がい者権利支援センター事
業

障がい福祉課
佐賀地区障がい者権利支援センター（委託先：長光園）に
おいて、虐待防止に関する制度等の普及啓発を図るため、
出前講座を実施する。

コロナ禍の影響により
実施実績なし

出前講座件数（件） 0件 1件

職種別研修会、目的別研修会
の実施

高齢福祉課
地域包括支援センター職員を対象に高齢者虐待の研修会や
権利擁護に関する目的別研修会を実施し、権利擁護業務の
質の向上を図ります。

地域包括支援センター職員等を対象に、高齢者虐待ケース
検討会を２回、主任介護支援専門員事例検討会・研修で高
齢者虐待に関する研修を１回、目的別研修の中で権利擁護
に関する研修を１回実施した。

研修会回数（回） 4回 ４回

要保護児童対策地域協議会の
運営

こども家庭課

虐待を受けている子ども等の支援対象児童等の早期発見や
適切な保護・支援を図るために、関係機関等が子ども等に
関する情報共有や支援方針の協議、役割分担等を行い、虐
待の発生防止に取り組んでいます。

佐賀市要保護児童対策地域協議会を設置し、構成員の代表
者による代表者会議、実務担当者による実務者会議（ケー
ス管理会議、ＳＶ会議、個別ケース検討会議）を実施。

①代表者会議（回）
②実務者会議（回）
③個別ケース検討会議
（回）

①1回
②24回
③110回

①1回
②24回
③110回

障がい者権利支援センター事
業

障がい福祉課

在宅の障がい者の権利擁護を目的として、24時間・365日
対応の相談窓口を設置し、虐待に関する通報・相談に対応
し、虐待の予防及び早期発見を図る。
委託先：長光園

相談件数
委託先（長光園）６３４件
佐賀市窓口　　　２３４件

相談件数（件） 868件 868件

高齢者虐待に関する制度や知
識の普及啓発

高齢福祉課

「高齢者福祉サービスのご案内」に虐待の種別やおたっ
しゃ本舗の連絡先を案内するとともに、佐賀中部広域連合
や佐賀県と連携して介護保険事業者や医療関係者等へ制度
の普及を図ります。

「高齢者福祉サービスのご案内」に虐待の種別やおたっ
しゃ本舗の連絡先を案内するとともに、佐賀中部広域連合
や佐賀県と連携して介護保険事業者や医療関係者等へ制度
の普及を図った。

研修会回数（回） 4回 ４回

地域からの虐待に関する情
報提供に対し、迅速に対応
できる体制と、きめ細かい
ケアや支援のさらなる充実
を図ります。

要保護児童対策地域協議会の
運営

こども家庭課

虐待を受けている子ども等の支援対象児童等の早期発見や
適切な保護・支援を図るために、関係機関等が子ども等に
関する情報共有や支援方針の協議、役割分担等を行い、虐
待の発生防止に取り組んでいます。

佐賀市要保護児童対策地域協議会を設置し、構成員の代表
者による代表者会議、実務担当者による実務者会議（ケー
ス管理会議、ＳＶ会議、個別ケース検討会議）を実施。

①代表者会議（回）
②実務者会議（回）
③個別ケース検討会議
（回）

①1回
②24回
③110回

①1回
②24回
③110回

障がい者虐待相談対応事業 障がい福祉課

立ち入り調査における法的な妥当性や虐待に向けての福祉
サービス提供の適正さなどについて、専門的視点から助言
や意見をもう。
委託先：佐賀県弁護士会・佐賀県社会福祉士会

①個別相談件数（3件）
②法律相談件数（0件）
③ケース会議件数（2件）

①個別相談件数（件）
②法律相談件数
（件）
③ケース会議件数
（件）

①3件
②0件
③2件

①3件
②0件
③2件

高齢者虐待相談対応事業 高齢福祉課
佐賀県社会福祉士会に委託し、定期的な研修会と随時の
ケース検討会を実施しています。

佐賀県社会福祉士会に委託し、事例検討などの研修会を４
回と随時のケース検討会を１回実施した。

①研修会回数（回）
②ケース検討会実施回
数（回）

①4
②1

➀4
②2

障害者支援施設入所等措置 障がい福祉課
佐賀市障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措
置要綱第２条第１項に基づき、虐待認定を受けた対象者を
社会福祉施設に措置入所する。

虐待認定を受けた対象者に対し、措置入所を行った。 入所措置件数（件） 1件 1件

やむを得ない事由による措置 高齢福祉課
虐待被害に遭った高齢者の一時的な受け入れ先の調整を行
います。

養護老人ホームに１件措置を実施した。 措置件数（件） 1件 2件

項目 取組の内容 事業名

高齢者や子ども、障がい者
に対する虐待問題につい
て、権利擁護の視点を含
め、学ぶ機会の充実を図り
ます。

基本
目標

施策 取組

虐
待
防
止
対
策

早
期
発
見
に
つ
な
が
る
見
守
り
体
制
の
充
実

い
の
ち
を
守
る
支
援
の
充
実

虐待問題の相談に対応する
連絡窓口の周知と支援関係
機関との連携を図ります。

弁護士や社会福祉士からな
る専門職チームを設置し、
相談支援を行うことで、虐
待問題対応者の能力向上に
努めます。

虐待の被害にあった人を一
時的に保護する施設につい
て、いつでも対応ができる
ように努めます。

地
域
で
安
心
安
全
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り

担当課 事業内容 進捗状況
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績

Ｒ4
活動指標目標

Ｒ5
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自
殺
防
止
対
策

いのちを守るための相談窓
口の周知を図ります。ま
た、支援関係機関や民間団
体などと緊密に連携し、庁
内外の関係団体や専門家な
どを構成員とする協議会等
を必要に応じて設置しま
す。

自殺対策計画の推進 健康づくり課

地域で自殺対策を推進する上で欠かすことのできない取り
組みとして、「地域におけるネットワークの強化」「自殺
対策を支える人材の育成」「市民への啓発と周知」などを
行う。

地域におけるゲートキーパーの担い手となる3団体に養成講
座を実施した。3月の自殺対策強化月間では「こころの図書
館」を開催し、市民への啓発と周知を行った。

①ゲートキーパー養成
講座の開催
②自殺予防週間等に合
わせたキャンペーンの
実施

①5回　151名
②9月に大型
ショッピングモー
ルでキャンペーン
を実施した。

①4回
②2回（9月、3
月）大型ショッピ
ングモールでキャ
ンペーンの実施。

課
題
の
共
有
・

連
携
の
仕
組
づ

く
り

地域での見守り活動から発
見される課題の共有、連携
の取組を推進します。

地域福祉活動推進事業 地域支援課
自治会・民生委員・福祉協力員で福祉連絡会議を開催し情
報共有を行うことで地域で気になる方の確認や今後の対応
等の共有を行います。

ＣＳＷが参加することで、情報共有を行い個別の支援に繋
げる事が出来た。

①福祉協力員連絡会議
実施校区数（校区）
②福祉協力員連絡会議
実施回数（回）

①　21校区
②　 742回

①　25校区
②　 790回

防災情報の発信 危機管理防災課
「佐賀市防災の手引き」等を活用し、市報の防災特集や
ホームページ、職員出前講座等で防災知識の向上や意識啓
発を図っています。

市報さがでの防災情報発信に関する記事掲載数　6回（うち
2回は防災特集）
　4/1号　さがん電話・さがんＦＡＸ開始
　6/1号　 つくろう！わが家のマイ・タイムライン【防災
特集】
　7/15号　防災学習広場
　8/15号　 使おう！「キキクル」
　9/1号　　一日前プロジェクト
　3/1号　　さがん電話・さがんＦＡＸ【防災特集】

市報さが防災特集記事
の掲載数

2 2

避難行動要支援者事業の出前
講座

福祉総務課
避難行動要支援者支援制度の概要や避難行動要支援者（同
意方式）名簿の登録から活用までの流れ等について、資料
を用いて説明します。

出前講座で避難行動要支援者支援制度の概要や避難行動要
支援者（同意方式）名簿の登録から活用までの流れ等を周
知することで、地域での見守り体制の理解を促進した。

出前講座開催回数 2 10

自主防災組織の設立促進 危機管理防災課

職員出前講座などを通じ、地域住民が自主的に連携して防
災活動を行う自主防災組織の結成を支援しています。
また、資機材の購入や活動費の一部を補助し活動を支援し
ています。

自主防災組織について
　新型コロナウイルス感染症の状況において劇的な改善は
なかったものの、職員出前講座や交付金の利用実績は増加
した。
○組織数　237
○組織率　83.39%
○出前講座・職員派遣等実績　57件
○防災活動に対する補助金交付数　100組織（延べ）
○資機材整備に対する補助金交付数　16組織（延べ）

出前講座開催回数 57 70

消防団加入促進 危機管理防災課

市のホームページを通じての募集、および消防団と自治会
が協力して地区内の対象者の勧誘活動を行っています。
また、消防団員協力事業所表示制度を導入し、団員の活動
支援も実施しています。

市ホームページ、広報誌及びラッピングバス等を活用した
広報活動のほか、消防積載車及び消防ポンプの一般向け競
売を行い、消防団に対する市民の関心を高める取り組みを
行った。
また、消防団員安全装備品（雨衣等）の計画的配備を行
い、消防団員の安全確保に努めた。

①広報実施媒体数
②消防団協力事業所数

①6
②49

①7
②50

地域団体による自主防災活動
推進

危機管理防災課
各地域で防災マップの作成や様々な災害を想定した訓練が
行われています。

自主防災組織の防災活動（訓練）を促進し、地域防災力の
向上を図っている。
○自主防災組織による防災活動（訓練）件数　100件

防災活動に対する補助
金交付数

100 100

避難行動要支援者の個別支
援計画の策定及び避難支援
の確保に努めます。

避難行動要支援者支援事業 福祉総務課
災害時に、自力では避難が困難な高齢者や障がい者等の避
難支援行動に取り組める仕組みづくりを推進します。

◆内容を更新した避難行動要支援者（同意方式）名簿を避
難支援等関係者へ配布した。
◆R3.8～R4.7の間に新たに避難行動要支援者の対象と
なった者に対し、登録案内を行った。
◆登録申請書の様式の見直しを行い、それに伴う同意方式
名簿の項目追加や修正等を行った。
◆避難行動要支援者支援連絡会議を実施した。

名簿掲載同意者割合
（％）

16% 25%

災
害
時
の
避
難
体
制
の
充
実

社会福祉協議会

進捗状況
活動指標

指標名（単位）

佐　賀　市

施策 取組 項目 取組の内容

早
期
発
見
に
つ
な
が
る
見
守
り
体
制
の

充
実

基本
目標

活動指標実績
Ｒ4

活動指標目標
Ｒ5

事業名 担当課 事業内容

自主防災組織の設立や活性
化を図るため、情報提供や
啓発活動、自主防災訓練な
どへの支援、資機材の購入
や活動費の一部補助などを
行います。

住民の防災意識を高めるた
め、広報誌や学習会などを
通じて防災や減災などの情
報提供や啓発の充実を図り
ます。また、災害時の安否
確認などについて、先端技
術を活用するなど、迅速な
情報収集の方法を検討しま
す。

情
報
提
供
の
充
実

地
域
支
え
合
い
活
動
の
推
進

い
の
ち
を
守
る
支
援
の
充
実

地
域
で
安
心
安
全
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り
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総合防災訓練の実施 危機管理防災課
「佐賀市総合防災訓練」を通し、地域住民の防災・減災意
識の向上による地域全体の避難体制の確立のほか、災害時
における迅速且つ的確な災害対応の連携を図っています。

蓮池地区にて、令和４年１１月１３日（日）に、令和４年
度佐賀市総合防災訓練を実施した。

総合防災訓練実施回数 1 1

民生委員児童委員避難情報伝
達訓練

福祉総務課
避難行動要支援者名簿に登録された要支援者に対する連
絡・確認体制を明確にし、災害時の円滑な安否確認につな
げるために実施します。

◆R4.5.25の会長会にて避難情報伝達訓練の依頼を行っ
た。
◆それを受け各地区でR4.6～9にかけて訓練が実施され
た。

訓練に取り組んだ地区
数

20 26

災害時に指定避難所での避
難生活が困難な高齢者や障
がい者などの受け入れ先と
なる民間の福祉避難施設が
活用できるよう協議を進め
ます。

福祉避難所・福祉避難施設の
指定、開設の検討

福祉総務課
高齢者や障がい者、妊産婦、乳幼児など、指定避難所での
生活に支障がある人のために、バリアフリーなどの配慮が
された福祉避難所・福祉避難施設を指定する。

福祉避難所（15か所）・福祉避難施設（32か所）を指定
している。

福祉避難所開設回数 0 ー

災害発生
後の支援
体制整備

災害ボランティアセンター
運営マニュアルに基づき、
設置に向けた訓練を実施し
ます。
また、災害発生後、必要に
応じて災害ボランティアセ
ンターを設置します。

ボランティアセンター事業 総務課
災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルの整備を
進めるとともに、同センターを立ち上げます。

①新任の職員や災害ボランティアセンター（以下「VC」と
いう。）運営の経験がない職員が増えてきたことから、災
害VCの基本的な役割や業務について学ぶ設置訓練を職員対
象に行った。
②市社協だけでは対応できない部分を市協働推進課や外部
支援機関（SPF等）との連携について検討する会議に出席
した。
③県社協が主催する災害VC研修会に出席し、県社協及び県
内の市町社協との連携が図れるように訓練を行った。

①相談件数（件）
②対応件数（件）
③ボランティア数
（人）

災害VC設置無
災害VCは設置

されないようにし
たい

取組の内容 事業名 担当課 事業内容

災
害
時
の
避
難
体
制
の
充
実

地
域
で
安
心
安
全
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り

い
の
ち
を
守
る
支
援
の
充
実

緊
急
時
対
応
の
充
実

災害時の迅速な対応を想定
して、避難情報などの伝達
訓練や福祉機器を利用した
避難訓練など実施します。

社会福祉協議会

進捗状況
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績

Ｒ4
活動指標目標

Ｒ5
基本
目標

施策 取組 項目

10



保健福祉ガイドブック「あん
しんナビ」の活用

福祉総務課
保健福祉の制度やサービス内容をわかりやすく１冊にまと
めたガイドブックを作成し、活用を図ります。また、市
ホームページにみ掲載し、幅広く周知を図ります。

平成30年度に改定したガイドブックの配布を行った。
ガイドブック配布数
（冊）

38 40

障がい者等支援事業の広報・
PR

障がい福祉課
市報への掲載や利用パンフレットの作成などを行い、制度
の周知を図ります。

・冊子「障がい者福祉サービスのご案内」を作成し、配布
するとともに手帳交付時のサービス説明等に活用しまし
た。
・佐賀市のホームページに「障がい者福祉サービスのご案
内（データ）」を掲載しました。

障がい者福祉サービス
のご案内の作成数

3,000 3,500

子育て支援情報発信事業 子育て総務課
子育て世代やひとり親家庭を対象に、さまざまな手続きや
相談窓口等についてまとめたハンドブックを作成し、対象
者世帯へ配布しています。

子育てガイドブックＨＵＧの作成はＲ３年度で終了し、Ｒ
４年度からは市ＨＰ上に子育てポータルサイトＨＵＧを開
設した。あわせて、佐賀市ＬＩＮＥ公式アカウントにて、
子育て・教育情報のプッシュ配信を開始した。

子育て・教育ポータル
サイトＨＵＧ閲覧者数
（人）

5,016 5,000

高齢者福祉施設マップの更新 高齢福祉課
老人ホームや宅老所などの高齢者福祉施設について、種類
別・エリアごとにまとめ、市のホームページで情報を提供
しています。

ホームページの内容を更新した。
①掲載施設数
②掲載施設種類

➀643
②18

➀640
②18

印刷物への点字等の利用促進 障がい福祉課
文字による情報入手が困難な障がい者向け刊行物の点字
版・音声版の作成を推進します。

刊行物の点字版・音声版の作成を行った。

①点字版の刊行物を作
成した事業数
②音声版の刊行物を作
成した事業数

①5
②5

①6
②6

やさしい日本語を含めた多言
語での情報発信

国際課

①市報さが掲載の行政情報を、在住外国人や障がい者の方
にも分かりやすい「やさしい日本語」で編集発行する。
②個別の案件については、国際交流員等と協働で多言語化
し、オリエンテーション、メール、紙面等で対象者に情報
提供する。

①市報さが掲載の行政情報を、在住外国人や障がい者の方
にも分かりやすい「やさしい日本語」で編集発行する。
②国際交流員等と協働で多言語化し、オリエンテーショ
ン、メール、紙面等で対象者に情報提供する。

①掲載記事数／福祉分
野（件）
②多言語化等対応数
（件）

①61件
②7件

①64件
②10件

情
報
発
信
の
充
実

社協だより「愛・あい」や
ホームページ、パンフレッ
トなどで、福祉サービスの
情報提供の充実を図りま
す。
また、個別のニーズにも対
応できる内容で、誰にでも
読みやすくなるように工夫
し、わかりやすい情報提供
に努めます。

企画・広報事業
総務課
地域支援課
地域福祉課

社協だより「愛・あい」を発行し、その内容の充実を図っ
ていくとともに、地域住民にわかりやすい社協事業の広報
及び社協のホームページを運営します。

社協だより「愛・あい」やホームページ、パンフレットな
どで、シリーズ化したCSW地域情報や福祉サービスの情報
提供を図った。また、内容を見やすくするなど工夫し、わ
かりやすい情報提供に努めた。
さらに、CSWの活動内容を周知してもらう為に、広報とし
てCSWかわら版を毎月発行している。

①社協だより発行回数
（回）
②ＣＳＷかわら版
（回）

①　4回
②　12回

①　3回
②　12回

活動指標目標
Ｒ5

施策 取組 項目 取組の内容 事業名等
基本
目標

佐　賀　市

社会福祉協議会

担当課 事業内容

情
報
発
信
の
充
実

進捗状況
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績

Ｒ4

市報やホームページ、パン
フレットなどは、わかりや
すく、伝わるように工夫
し、福祉サービスの情報提
供の充実を図ります。

点字や音声コードなどの利
用、多言語対応の充実を図
るなど、必要な情報が対象
となる人に伝わるように工
夫します。

福
祉
サ
ー

ビ
ス
に
つ
な
が
る
体
制
・
仕
組
づ
く
り

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
適
切
な
利
用
の
促
進

伝
わ
り
や
す
い
情
報
発
信
の
充
実
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広
報
啓
発
及
び
相
談
支
援

権利擁護に関する制度や理
解の普及啓発を行なうとと
もに、相談支援体制を構築
します。

成年後見制度の利用促進
障がい福祉課
高齢福祉課

佐賀市社会福祉協議会に委託し、個別相談に応じていま
す。また、市申立てなどに要する経費を助成します。

佐賀市社会福祉協議会に委託し、権利擁護に関する相談対
応や成年後見制度の広報啓発等を行った。また、市長申立
てや後見人報酬に要する経費を助成した。
【障がい福祉課】
市長申立・・・・1件
報酬助成・・・・11件
【高齢福祉課】
◆市長申立・・・17件
◆報酬助成・・・40件

①相談延人数／障がい
者（人）
②相談延人数／高齢者
（人）

①11
②541

①12
②600

担
い
手
の
育
成

市民後見人の養成講座及び
権利援護事業における支援
員活動などを通じて、フォ
ローアップを行います。

市民後見人の養成 高齢福祉課
市民後見人の養成講座の開催や講座修了者へのフォロー
アップなどを行い、後見活動の質の向上を図ります。

市民後見人の養成に向けて、検討を進めているが、養成に
は至っていない。

市民後見人の登録者数
（人）

0
―（現時点目標
値が出せない）

支
援
関
係
機
関
と
の

連
携
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク

の
構
築

権利擁護支援の地域連携
ネットワークを構築し、
チーム体制による支援を行
います。

関係機関とのネットワーク構
築

高齢福祉課

高齢者の権利擁護と財産保護のため、おたっしゃ本舗、消
費生活センター、佐賀市社会福祉協議会および専門職団体
などとの連携ネットワークを構築し、多面的に支援を行い
ます。

佐賀市社会福祉協議会に委託し、運営委員会を開催し、地
域連携ネットワーク構築のための検討を進めた。

相談件数（人） 541 600

成
年
後
見
事
業
の
推
進

実施法人として受任拡大の
ため体制整備を図ります。

法人後見事業 地域福祉課

判断能力が不十分な方の権利を守ることを最優先に、財産
侵害や人としての尊厳を損なわれたりしないようにしま
す。また、法律面や生活面で支援することを目的に、法人
の責務として成年後見人としての活動を行います。

佐賀市成年後見センター（中核機関）の事業開始に伴い、
本会が受任推薦候補としての需要が高まってきた。そのな
かで、被後見人の意思を最優先にした支援を行うために取
り組んでいる。

①受任件数（後見・保
佐・補助）（件）
②新規（件）
③終了（件）
④福祉サービス利用援
助事業からの移行人数
（人）

①　29件（15
件・13件・1
件）
②　8件
③　4件
④　8人

①　30件（17
件・11件・2
件）
②　4件
③　-件
④　-件

成
年
後
見
制
度
の
利
用

促
進

成年後見制度の周知、広報
に努めます。

成年後見制度利用支援事業 地域福祉課

佐賀市における成年後見制度の利用促進に向け、主に地域
住民を対象に、成年後見制度の概要や権利擁護の必要性に
ついて研修・講座による広報・啓発、相談支援、地域連携
ネットワークの構築について推進します。

佐賀市より委託を受け、令和4年4月より成年後見制度にお
ける中核機関として「佐賀市成年後見センター」を運営開
始。成年後見制度の利用促進に向けた広報・啓発、権利擁
護に関する相談支援を行っている。その他、権利擁護に関
するネットワークの構築や後見人等支援の具体的な方法に
ついて、運営委員会にて協議を進めている。

①研修・講座回数
（回）
②校区数（校区）
③参加者数（人）

①　11回
②　9校区
③　296人

①　20回
②　20校区
③　500人

福
祉
サ
ー

ビ
ス
利
用
援

助
事
業
（

あ
ん
し
ん
サ

ポ
ー

ト
）

の
推
進

判断能力に不安を抱く人
が、福祉サービスを利用し
ながら、安心して住み慣れ
た地域で生活できるように
支援します。

福祉サービス利用援助事業 地域福祉課

自分一人での契約などを判断することが不安な方（認知
症・知的、精神障害による）や、お金の管理に困っている
方が安心して生活できるよう、日常生活に必要な金銭管理
などを行います。

新規で利用したいという相談も多く、困難ケースも年々増
加している。本事業だけではなく、成年後見制度の適切な
利用に繋げられるよう、令和4年度より受託する成年後見セ
ンター（中核機関）と連携し、本当に必要な権利擁護支援
ができるよう取り組み方を整理していきたい。また、事業
推進に係る専用システムを導入し、利用者情報の集約、記
録や情報共有など事務の効率化を図った。

①相談件数（件）
②契約者数（人）
③後見移行（内本会受
任）（人）

①　5,179件
②　104人
③　9人（9）

①　5,300件
②　120人
③　-

福
祉
サ
ー

ビ
ス
に
つ
な
が
る
体
制
・
仕
組
づ
く
り

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
適
切
な
利
用
の
促
進

権
利
擁
護
の
充
実

佐　賀　市

項目 取組の内容
活動指標実績

Ｒ4
活動指標目標

Ｒ5
基本
目標

施策

社会福祉協議会

取組 事業名 担当課 事業内容 進捗状況
活動指標

指標名（単位）
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地
域
活
動
団
体
へ
の
支
援

民生委員・児童委員、主任
児童委員への相談がより活
発になるように、スキル
アップ研修を実施します。

地区民生委員・児童委員への
各種研修

福祉総務課
実際の困難事例について、民生委員･児童委員同士が解決策
を協議する検討会を開催します。また、民生委員・児童委
員の相談支援技能の向上を図る研修会を開催します。

各地区で毎月行われる定例会等の機会を活用し、困難事例
の検討等を行っている。また、全体研修や会長会研修、各
地区の会長で構成されている部会の研修も行っている。R4
年度は一斉改選年度であったことから、新任民生委員・児
童委員を対象とした研修も行った。

①困難事例検討会
②会長会研修
③部会研修会
④全体研修会

①実施未把握
②1回
（R4.11.1）
③各部会２回
④１回
（R4.11.18）

①各校区１回
②１回
（R5.10）
③各部会２回
④１回
（R5.11）

子ども・若者支援事業 社会教育課
佐賀市内のニート、ひきこもり、不登校等の問題を抱える
子ども・若者やその家族を対象とした相談に対応するとと
もに、講座、教室等を開催するなどの支援を行います。

専門の相談支援員による電話、メール、面談・訪問支援及
び講座等を実施した。
また、相談窓口の周知については、小中学校と少年育成委
員との連絡会の場で周知カードの紹介と設置依頼を行った
ほか、防災メールを活用した小中学校保護者向けのメール
で案内した。

①支援対象者数
（実人数）
②子ども・若者支援事
業相談件数（件）
③講座、教室等開催回
数（回）

①285
②2,498
③14

①270
②2,500
③14

高齢者の総合相談・支援事業 高齢福祉課
高齢者の健康・福祉・虐待防止・権利擁護など、暮らしに
関わる様々な相談を受け付け、関係機関と連携して対応し
ます。

高齢者相談員2名を配置し、高齢者と家族の様々な相談に応
じた。

窓口受付件数
（件） 9,862 10,000

障がい者の総合相談・支援事
業

障がい福祉課
障がい者やその家族等からの相談に応じ、必要な情報の提
供・助言や権利擁護のために必要な援助を行います。

神埼市・吉野ヶ里町と共同で、佐賀地区障がい者総合相談
窓口として3事業所に委託し、相談対応を行っている。

相談件数／佐賀市分
（件）

11,477 13,872

乳幼児の健康や子育ての相談 健康づくり課
乳幼児の健康は保健師等の専門家が、子育てに関しては臨
床心理士や家庭児童相談員等が相談に応じ、指導や助言を
行っています。

新型コロナ感染症の流行により、ほほえみ館、各支所での
乳幼児健康相談は予約制にて実施した。実施回数32回。ま
た、しつけ等に関して不安や悩みを持つ保護者を対象に臨
床心理士、言語聴覚士、医師を配置し、個別相談を実施し
た。年97回実施。

相談延人数（人）
①乳幼児健康
②臨床心理士

①1,322人
②204人

①1,330人
②210人

婦人保護相談 こども家庭課
家庭児童相談室に婦人相談員を２名配置し、生活や環境
上、保護を必要とする女性の相談に応じています。

女性相談支援員2名を家庭児童相談室に配置し、困難な問題
を抱える女性等に対して、面談をはじめ電話やメール等で
の相談対応を行った。
　相談内容が離婚、借金問題、生活困窮、DV相談等、多岐
にわたるため関係機関（アバンセ、弁護士、県婦人相談
所、警察等）との連携を図ることにより、適切な支援と
なった。

婦人相談延件数
（件）

2,066 1,500

ひとり親家庭相談 こども家庭課
母子・父子自立支援員２名を配置し、ひとり親家庭の自立
と生活安定のための相談を受け付けています。

母子・父子自立支援員２名を家庭児童相談室に配置し、ひ
とり親家庭の父母等からの相談に応じ、ひとり親家庭の自
立促進に必要な情報の提供をはじめ、他支援機関へ同行す
るなどして、適切な支援を行った。

①ひとり親家庭相談件
数（件）
②就労相談件数
（件）

①2,732
②1,370

①2,700
②1,300

地域子育てセンターによる育
児相談などの子育て相談

保育幼稚園課
保育所を開放したひろばを設置し、育児相談やサロンを
行っています。
公民館を活用した地域サークルの支援をします。

・公民館等で開催している子育て自主サークルへ、ゆめ・
ぽけっと、公立保育所、私立保育園から支援を行い、自主
サークルの活動の充実を図った。
・公民館等で行っている子育て自主サークルを対象に、
サークル交流会を5回開催し、サークル間の交流や情報交換
を行った。また、サークル運営者や子育て支援関係者向け
に、スキルアップ研修会を開催して、技術向上に努めた。

育児相談件数
（件）
①エスプラッツ
②その他

①4,025
②1,649

①4,025
②1,649

福祉まるごと相談窓口の周知 福祉総務課
市報さがや・市ホームページへの掲載や各種研修・会議棟
の場で福祉まるごと相談窓口の周知を図ります。

以下の研修会などに参加し、関係者に福祉まるごと窓口の
周知を実施。
　・新任民生児童委員研修会
　・佐賀市医療・介護連携グループエリア検討会
　・インターンシップの受入れ
　・相談窓口従事者のためのゲートキーパー養成講座
　・北部ケアマネージャー協議会
　・生活福祉課内研修
　・居住支援協議会との意見交換会

市報等での周知回数
（市報さが、市ホーム
ページへの掲載や各種
研修・会議等）

7 7

基本
目標

福
祉
サ
ー

ビ
ス
に
つ
な
が
る
体
制
・
仕
組
づ
く
り

重
層
的
な
相
談
支
援
体
制
の
充
実

地
域
で
受
け
止
め
る

相
談
体
制
の
推
進

施策 取組 項目 取組の内容

佐　賀　市

活動指標実績
Ｒ4

活動指標目標
Ｒ5

事業内容 進捗状況担当課
活動指標

指標名（単位）

地
域
相
談
の
充
実

介護、障がい、子ども、困
窮に関連する相談機関の窓
口が、属性を超えた相談窓
口として機能するよう連携
体制を推進します。また、
どこに相談してよいか分か
らない人に対するワンス
トップ窓口としての福祉ま
るごと相談窓口の周知を図
ります。

事業名
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アウトリーチ等を通じた継続

支援事業

参加支援事業

地域支援課
CSWが積極的に地域に出向き、地域の問題や個別ケースや
を拾い上げ、各種地域団体や関係機関との連携を図りなが
ら支援を行います。

市内全域を３つのエリアに分け、各エリアにリーダーを配
置してエリア3名体制を導入し個別及び地域支援、仕組みづ
くりへの体制強化を行っている。

①CSW人数（北・
中・南）（人）

32校区
①　9人

ー

法人運営事業 総務課
（北・南連絡所設置）
困りごとの初期相談や校区社協等からの助成金申請等を
CSWにつなぎます。

地域住民や校区社協等佐賀市社協関係団体から身近で気軽
に相談を持ち込んでもらえるような事務所体制の保持に努
めた。

①北連絡所　相談件数
（件）
②南連絡所　相談件数
（件）

①　416件
②　709件

①　430件
②　710件

多
機
関
協
働
に
よ
る

相
談
支
援
の
推
進

福祉まるごと相談窓口の相
談支援包括化推進員は、さ
まざまな支援関係機関との
情報共有を行い、ネット
ワークの構築に努めます。

多機関協働事業 地域支援課

包括的な相談支援体制構築に向けた関係機関等との連携強
化を目的として、実務担当者を対象とした研修会を開催
し、顔の見える関係づくり等を行います。また研修会や講
座に講師やシンポジストとして福祉まるごと相談窓口の周
知に努めた。

複合化・複雑化した福祉課題に対応するためには、医療、
就労、住居、法律、地域など、福祉分野以外との連携強化
をより一層図る必要がある。

①研修会テーマ
②開催回数（回）
③参加者数（人）
④説明会開催回数
（回）

①　なし
②　なし
③　なし
④　7回

①相談・支援部
会
②　1回
③　30人
④　10回

コミュニティソーシャル
ワーカーを配置し、市民の
困りごとの相談に対応しま
す。

福祉総務課

市民に身近な圏域において、市民が主体的に地域課題を把
握し、解決を試みる体制を構築することを支援するため
に、コミュニティソーシャルワーカー(CSW)を市社協に委
託して配置します。

・社協のＣＳＷ 11名（社会福祉士4名）、相談支援包括化
推進員（２名）間で連携を図った。
・庁内関係部署や、民生委員、校区社協等の地域の団体、
支援関係機関との情報共有を各々行いながら実施を進めて
いった。
・内容に応じて、重層的支援会議で検討を行ったり、庁内
での関係部署と連携を図った。

①個別支援件数
②地域支援件数
③仕組みづくり支援件
数
（委託内件数）

①3,631
②2,959
③5

①1,796
②2,959
③11

アウトリーチ活動や支援の
ネットワークを活用し、複
雑化・複合化した課題の解
決につなげます。

福祉総務課

コミュニティソーシャルワーカーによる要支援者との信頼
関係の構築やつながりの形成を図り、伴走型の支援活動を
実施する。また、要支援者やその世帯のニーズ、課題を把
握し、地域の社会資源や支援メニューとのコーディネー
ト、マッチングを行う。

・継続して個別訪問、面接、物資支援、ゴミの片づけ等の
支援、補助申請、支援機関への同行、情報共有等を行って
いる。
・令和４年度からは、本人の自立に向けての居住支援や就
労支援にむけた参加支援事業にも新たに実施している。

①アウトリーチ件数
②参加支援件数

①3,631件
②97件

①1,796件
②97件

ア
ウ
ト
リ
ー

チ
の
充
実

コミュニティソーシャル
ワーカーは、相談者や地域
に積極的に出向き、住民の
困りごとが解決に向かうよ
うに支援します。また校区
社会福祉協議会などの団体
と連携し、地域づくりを強
化します。

アウトリーチ等を通じた継続

支援事業

地区担当（CSW）を中心にアウトリーチを通して、支援計
画を基に、制度やサービスの対象とならない方なども含め
て世帯単位で支援していく。
また、校区（地区）社会福祉協議会等と強化し、地域課題
を住民と共に協働して支援を行い、地域福祉活動の推進を
図っていく。

地域の中に埋もれている課題の把握や常に地域の目線でア
ンテナを張り、地域の実情を意識した支援の為、子どもか
ら高齢者まで全世代を対象としたアウトリーチによる積極
的な支援を行った。またＣSW として、全ての相談や問題
に支援するのではなくＣＳＷとしての役割や強み、出来る
事を把握したうえで、関係機関との連携や地域資源の活用
など、更なるネットワークの強化を課題としながら伴走型
の支援を行った。

伴
走
型
支
援
の
充
実

一人ひとりを大切に、本人
に寄り添った社会参加・自
立に向けた伴奏型支援を実
施します。

参加支援事業

交流の場作りから就労・居住支援など、対象者のニーズや
課題を把握し、支援計画を基に、地域の社会資源を活用
し、社会に参加していけるよう継続的な支援を展開してい
く。
また、制度にないサービスが必要であれば、地域の特性を
活かした新たな社会資源を地域住民と協働しながら創り出
していくなど、その人らしい生活を目指し、伴走型支援を
行っていく。

対象者のニーズや課題を把握し、地域の社会資源を活用す
る支援計画を基に継続的に伴走型支援を行った。

重
層
的
な
相
談
支
援
体
制
の
充
実

取組 項目 取組の内容 事業内容

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

ソ
ー

シ
ャ

ル

ワ
ー

ク
（

C
S
W
）

の
推
進

社会福祉協議会による相談
支援が、住民にとって身近
なものになるよう、コミュ
ニティソーシャルワーカー
を配置し、積極的なアウト
リーチにより、個別支援や
地域支援などの相談に応じ
ます。

社会福祉協議会

地
域
で
受
け
止
め
る
相
談
体
制
の
推
進

ア
ウ
ト
リ
ー

チ
に
よ
る
伴
走
型
支
援
の
推
進

社会福祉協議会

施策

福
祉
サ
ー

ビ
ス
に
つ
な
が
る
体
制
・
仕
組
づ
く
り

基本
目標

佐　賀　市

活動指標実績
Ｒ4

担当課

相
談
支
援
の
充
実

進捗状況
活動指標

指標名（単位）

地域支援課

①CSWアウトリーチ
支援回数（回）
②CSW参加支援回数
（回）
③CSW地域支援回数
（回）

①　3,631回
②　     97回
③　2,959回

①　3,700回
②　   110回
③　3,000回

活動指標目標
Ｒ5

アウトリーチ等を通じた継続
的支援事業

事業名
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保健福祉窓口の連携体制の強
化

福祉総務課

本庁１階保健福祉の窓口においては、相談内容が他課に跨
る場合、市民を移動させることなく、職員が相談者の元へ
移動し、連携して対応することで、市民サービスの向上を
図ります。また、福祉総合窓口システムを活用すること
で、世帯を単位とした提案型の福祉サービスを実施しま
す。

操作マニュアルを用いた福祉総合窓口システムの操作・運
用に関する研修を実施。
研修後にはテストを実施し、研修内容の理解度、および個
人情報の取り扱いに関する認識を確認した。

新任者研修
1 1

「障がい者の理解」のための
方策検討
（自立支援協議会）

障がい福祉課
地域における障がい福祉に関し、関係者による連携および
支援体制の協議を行うための会議を開催しています。

協議会では、定例会議での研修会実施のほか、相談支援部
会及びくらし部会が、障がい児・者が安心して暮らせる地
域づくりに向けた協議を行いました。

ー ― ―

福祉まるごと相談窓口への相
談

福祉総務課

「どこに相談していいか分からない」「問題がいくつも
あって整理できない」「家族で複数の問題を抱えている」
などの困りごとを抱えている方の相談を推進員がまるごと
受け付け、問題を整理し、各専門機関と連携しながら問題
の解決を図ります。

相談支援包括化推進員2名を専任で市・福祉まるごと相談窓
口に配置し、相談者への支援のコーディネートを実施。
（兼任10名は市社会福祉協議会に配置）

①相談受付件数
②終結件数

①963
②719

①1,000
②800

多機関協働による相談支援包
括化推進事業

福祉総務課

様々な福祉問題やニーズに適切に対応できるよう、専門
性・利便性の高い相談・支援機能を強化するため、相談支
援包括化推進員を配置し、多分野・多職種の関係機関と連
携して必要な支援を提供するためのネットワークを構築し
ます。

・事業委託先：社会福祉法人佐賀市社会福祉協議会
・相談支援包括化推進員2名を専任で市・福祉まるごと相談
窓口に配置し、相談者への支援のコーディネートを実施。
（兼任10名は市社会福祉協議会に配置）
・支援会議、情報共有会議を開催

①相談支援包括化推進
会議等の開催回数
②相談支援機関等との
連携件数

①21回
②719件

①24回
②800件

各関係機関が集まり対応策の
検討（自立支援協議会）

障がい福祉課
地域における障がい福祉に関し、関係者による連携及び支
援体制の協議を行うための会議を開催しています。

8月及び2月に全体会議を開催し、総合相談窓口の実績報
告、関係機関の連携、支援体制の協議（地域生活支援拠点
等の整備等）、第6期佐賀市障害福祉計画・第2期佐賀市障
害児福祉計画の進捗に関する協議を行いました。

【地域生活支援拠点等
整備】①～⑤を整備
①相談
②緊急時の受入・対応
③体験の機会・場の提
供
④専門的人材の確保・
養成
⑤地域の体制づくり

【地域生活支援
拠点等整備】①
②⑤を整備済
み。
①24時間365
日の相談対応
②障がい者等緊
急時居室確保事
業
⑤コーディネー
ターの配置

※①と⑤は障害
者の総合相談・
支援事業で対
応。

【地域生活支援
拠点等整備】①
②⑤を整備済
み。
①24時間365
日の相談対応
②障がい者等緊
急時居室確保事
業
⑤コーディネー
ターの配置

※①と⑤は障害
者の総合相談・
支援事業で対
応。

他
分
野
と
の
協
働

の
推
進

制度の狭間にある課題に対
し、福祉または福祉以外の
分野との協働や、新たな社
会資源の開発を推進しま
す。

福祉以外の分野に関する研修
会の開催

福祉総務課
ゴミ屋敷や共居住支援など、分野をまたがる困難課題を
テーマとした、研修会を開催します。

・庁内関係部署との重層事業に関する協議会を開催
・国などが主催する研修会に参加し、他市事例などから他
分野との連携に関する手法を学習

研修会の開催回数
12回
（うち11回は主
催でなく参加）

4回主催

相
談
支
援
の
充

実

福祉まるごと相談窓口を周
知し、どこに相談してよい
かわからない人や複合的な
課題を抱える人などの相談
に対応します。

支
援
調
整
の
強

化
各支援関係機関による支援
の調整を図ります。

情
報
共
有
の
充

実

支援関係機関が把握してい
る課題などの情報共有を行
うため、情報共有会議を開
催し、支援します。

支
援
調
整
の
強
化

複雑化・複合化した課題の
解決に向けて、福祉まるご
と相談窓口が中心となり、
地域包括支援センター（介
護）、基幹相談支援セン
ター（障害）、利用者支援
事業の実施期間（子ど
も）、生活困窮者自立相談
支援機関（困窮）などの支
援関係機関との支援の調整
を図ります。

担当課 事業内容

重
層
的
な
相
談
支
援
体
制
の
充
実

分
野
を
超
え
た
横
断
的
な
相
談
支
援
の
推
進

施策
基本
目標

福
祉
サ
ー

ビ
ス
に
つ
な
が
る
体
制
・
仕
組
づ
く
り

項目

どこに相談してよいかわからない福祉相談の受付、複雑・
複合化した問題の解決に向けて情報整理・課題整理・情報
共有・支援方向性確認・役割分担等を行います。

令和３年度までは新型コロナウイルス感染症の影響で、経
済的困窮や多重債務を抱える世帯の相談が多かったが、今
は減っている。逆に障がいを疑わせる方や住まいを探して
いる方、ゴミ屋敷に関する相談、孤立、自分亡き後の死後
相談、ご近所トラブルの相談が年々増えている。庁内担当
部署、支援関係機関等と連携し、関係機関の間の連携構築
に向けた調整や役割分担、共通の目標や方針の共有に努め
た。

①相談受付数（回）
②支援調整数（回）
③支援会議数（回）

佐　賀　市

支
援
関
係
機
関
の
連
携
の
推
進

社会福祉協議会

各支援関係機関の連携を推
進することで、世帯が抱え
る課題の解決を図ります。

多機関協働事業

取組の内容

①　963回
②　464回
③　  21回

①　1000回
②　  500回
③        25回

活動指標目標
Ｒ5

事業名取組

地域支援課

進捗状況
活動指標

指標名（単位）
活動指標実績

Ｒ4

15



子
ど
も
の
学

習
・
生
活
支
援

子どもの貧困の連鎖を断ち
切るための子どもの学習・
生活支援事業を推進しま
す。

生活自立支援センター事業 生活福祉課
「佐賀市生活自立支援センター」を開設し、生活困窮者等
の相談事業等を通じて、困窮状態から早期に自立すること
を支援します。

◆中学生を持つ生活保護世帯を対象とした学習意欲喚起の
実施。
◆生活自立支援センターでの定期学習会の開催や引きこも
り等への家庭訪問。
◆生活困窮者等新規相談者数　609人

①就労準備支援参加者
数（人）
②学習支援参加者数
（人）
③生活改善支援参加者
数（人）

①21
②74
③300

①20
②70
③270

家
計
の
見
直
し

支
援

家計の状況を見える化し、
家計の改善意欲を高める支
援事業を推進します。

生活困窮者家計相談支援事業 生活福祉課
生活困窮者の相談に応じ、専門的な助言指導等を行い、早
期に生活が再生されることを目的とします。

◆生活困窮世帯の家計の状況を把握し、家計再生プランな
どを貸付機関と共用し、貸付の円滑・迅速な審査につなげ
た。
◆滞納（家賃、税金、公共料金など）の解消や各種給付制
度等の利用に向けた支援

①新規相談者数（人）
②支援対象者数（人）

①178
②202

①260
②200

居
住
の
支
援

住居を失った方への住居探
しの支援や、失業者などの
住居の維持が困難な方へ住
居確保給付金等を支給しま
す。

住居確保給付金給付事業 生活福祉課

住居を喪失した者又は住居を喪失する恐れのある者で要件
を満たしたものに対し、家賃相当分の給付金を支給するこ
とにより、住居及び就労機会等の確保に向けた支援を行い
ます。

◆離職ややむを得ない休業などにより経済的に困窮し、住
居を喪失する恐れのあるものに対し給付金を支給した。

①単身世帯(件）
②2人世帯(件）
③3人以上世帯（件）

①6
②1
③2

①24
②4
③8

就
労
支
援

就労に向けた準備支援や就
労体験の場の開拓に取り組
みます。

就労支援事業（ハローワーク
との連携）

生活福祉課
本庁１階窓口に「えびすワークさがし」を設置し、HW佐賀
と連携して自立が望める被保護者、生活困窮者、児童扶養
手当受給者等を対象に就職相談及び職業相談を行います。

◆生活保護受給者等に対し、就労意欲の醸成と自立に向け
た就労を目指し支援を実施した。

就労支援を行った人の
うち就職に結びついた
割合

64.6 64.6

関
係
機
関
と
の
連

携
強
化

適切な支援機関へのつなぎ
や情報共有、役割分担な
ど、課題の解決に向けた連
携の強化に努めます。

共同募金配分金事業 地域支援課
困窮者世帯に対し、必要分の食糧や日用品等を提供する等
の支援を行います。また、フードバンクや自立支援セン
ター等と連携して支援を行います。

フードバンクや自立支援センターがそれぞれ食糧支援等を
行っている為、今後、各団体と情報共有の場を設けて連携
し、支援体制を整備する必要があると考えられる。

①食糧等提供数（件）
②繋ぎ先内訳（行政・
包括・市社協・自立・
その他）（件）

①　70件
②　18件・4
件・42件・
　　2件・4件

ー 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福
祉
サ
ー

ビ
ス
に
つ
な
が
る
体
制
・
仕
組
づ
く
り

重
層
的
な
相
談
支
援
体
制
の
充
実

生
活
困
窮
者
等
の
自
立
支
援
の
充
実

社会福祉協議会

進捗状況

佐　賀　市

活動指標
指標名（単位）

活動指標実績
Ｒ4

基本
目標

施策 取組 項目 取組の内容
活動指標目標

Ｒ5
事業名 担当課 事業内容
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